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法政大学通信教育部学則 

 
規定第１２号 

  

一部改正 昭和29年 4月 1日 昭和33年 4月 1日 

  昭和40年 4月 1日 昭和49年 4月 1日 

 昭和53年 4月 1日 昭和56年 4月 1日 

昭和57年 4月 1日 昭和58年 4月 1日 

 昭和59年 4月 1日 昭和60年 4月 1日 

 昭和61年 4月 1日 昭和62年 4月 1日 

平成 2年 4月 1日 平成 3年 4月 1日 

平成 4年 4月 1日 平成 5年 4月 1日 

1994年 4月 1日  1995年 2月 8日 

1996年 4月 1日  1997年 4月 1日 

1998年 4月 1日  1999年 4月 1日 

2000年 4月 1日  2001年 4月 1日 

2002年 4月 1日  2003年 4月 1日 

2004年 4月 1日  2005年 4月 1日 

2006年 4月 1日  2007年 4月 1日 

    2008年 4月 1日  2009年 4月 1日 

2010年 4月 1日  2011年 4月 1日 

2012年 4月 1日  2013年 4月 1日 

2014年 4月 1日  2015年 4月 1日 

2016年 4月 1日  2017年 4月 1日   

2018年 4月 1日    2019年 4月 1日  

2020年 4月 1日  2021年 4月 1日  

2022年 4月 1日   2023年 4月 1日  

 

第１章 目的及び編成 

（目的） 

第１条 本大学は，民主主義の精神に基づき，栄誉ある学芸の殿堂として，ひろく世界の文化を摂取し，

知識の深奥を究め，もって真理と平和とを愛し，公共の福祉に献身する教養ある社会人を育成するこ

とを目的とする。 

２ 本大学は，第２条の学部学科（通信教育課程）ごとの人材の養成に関する目的その他の教育研究上

の目的を別表（７）に定める。 

（学部・学科等） 

第２条 本大学法学部，文学部及び経済学部（以下「各学部」という。）の通信教育課程は，通信教育

部と称し次の学科を置く。 

  法学部   法律学科 

  文学部   日本文学科，史学科，地理学科 

  経済学部  経済学科，商業学科 

（入学定員） 

第３条 各学部の通信教育課程の入学定員は，毎学年３千名とする。 

第２章 教育組織 

（教員） 

第４条 各学部の通信教育課程の授業は，各学部の教授，准教授又は講師が担当する。 

（通信教育講師・指導講師） 
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第５条 各学部の通信教育課程の授業担当を補うため，各学部に通信教育講師及び通信教育指導講師を

置くことができる。 

（教授会） 

第６条 各学部の教授会は，各学部の通信教育課程に関する学事事項を審議する。 

２ 学籍の取扱については別に定める。 

（通信教育部長） 

第６条の２ 通信教育部に通信教育部長を置く。 

２ 通信教育部長は，通信教育学務委員会の運営を統括する。 

３ 通信教育部長は，通信教育学務委員会の議を経て，総長が任命する。 

４ 通信教育部長の任期は２年とする。ただし，再任を妨げない。 

（通信教育課程主任） 

第６条の３ 各学部の通信教育課程の責任者として，各学部の通信教育課程に関する学事事項を審議す

るに必要な任務を行うために，通信教育課程主任を置く。 

２ 通信教育課程主任は，各学部の教授会の議を経て，総長が任命する。 

（通信教育学務委員） 

第７条 各学部の教授会において，各学部の通信教育課程に関する学事事項を審議するに必要な任務を

行うため，各学部に通信教育学務委員を置く。 

（通信教育関係学部長会議） 

第８条 各学部の通信教育課程に共通する重要な学事事項は，通信教育関係学部長会議において審議す

る。 

（通信教育学務委員会） 

第９条 各学部の通信教育課程に共通する学事事項を審議するため，通信教育学務委員会を置く。 

２ 通信教育学務委員会に関する事項は，別に定める。 

第３章 入学，転・編入学，転籍，転部，転科，休学，退学，除籍，復籍，再入学及び再度の入

学 

（入学） 

第１０条 入学又は転・編入学を志願する者に対しては，選考を経て，総長がこれを許可する。 

２ 入学を許可された者を本科生と称する。 

３ 本大学の通信教育課程に入学できる者は，次の資格を有する者とする。 

（１）高等学校卒業者 

（２）通常の課程による１２年の学校教育を修了した者 

（３）外国において学校教育における１２年の課程を修了した者又はこれに準ずる者で文部科学大臣の

指定した者 

（４）文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在外教育施設の当該課

程を修了した者 

（５）文部科学大臣の指定した者 

（６）高等学校卒業程度認定試験規則による高等学校卒業程度認定試験に合格した者（大学入学資格検

定に合格した者を含む） 

（７）その他本大学において，相当の年齢に達し，高等学校を卒業した者と同等以上の学力があると認

めた者 

（８）専修学校の専門課程のうち，文部科学大臣の定める基準を満たす課程を修了した者 

４ 各学部の通信教育課程に転・編入学できる者は，大学に１年以上在学した者又は本大学がこれと同

等以上の学力があると認める次の資格を有する者とする。 

（１）学士の学位を有する者 

（２）本大学の通学課程又は他の大学において相当年次の課程を修了した者 

（３）短期大学及び高等専門学校を卒業した者 

（４）外国において相当年次の課程を修了した者 
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（５）専修学校の専門課程のうち，文部科学大臣の定める基準を満たす課程を修了した者 

（６）高等学校等専攻科のうち，文部科学大臣が定める基準を満たす課程を修了した者 

第１１条 （削除） 

第１２条 （削除） 

（転籍） 

第１３条 通学課程から通信教育課程へ，又は通信教育課程から通学課程へ転籍を志願する者に対して

は，選考を経て，総長が許可することができる。 

（転部） 

第１４条 通信教育課程において，一の学部から他の学部へ転部を志願する者に対しては，選考を経て，

総長が許可することができる。 

（転科） 

第１５条 各学部の通信教育課程において，一の学科から他の学科へ転科を志願する者に対しては，選

考を経て，総長が許可することができる。 

（選考） 

第１６条 入学，転・編入学，転籍，転部，転科，復籍，再入学又は再度の入学を志願する者に対する

選考は，通信教育課程から通学課程への転籍の志願の場合を除き，書面により行う。ただし，必要に

応じ，面接により行うことがある。 

（休学） 

第１７条 病気その他止むを得ない理由により休学しようとする者は，教授会の議を経て，総長の許可

を受けなければならない。 

２ 休学は，１学年をもって期間とする。休学者は，学年の始めでなければ復学することができない。 

３ 引続き休学を要する者は，改めて願い出たうえ，次年度に限り休学することができる。ただし，休

学回数は通算して５回を超えることはできない。 

（退学） 

第１８条 病気その他止むを得ない理由により退学しようとする者は，教授会の議を経て，総長の許可

を受けなければならない。 

２ 退学の日付は，教育費を含む諸費既納者については教授会の議を経て，総長に退学が認められた日

とし，未納者については定められた期間に申し出た場合に限り納入済の期間の最終日とする。ただし，

死亡による退学は，死亡日をもって退学日とする。 

（除籍） 

第１８条の２ 次の各号の一に該当するものは，教授会の議を経て，総長が除籍する。 

（１）教育費等を所定の期日までに納入しない者 

（２）第１７条第３項の休学期間を超えた者 

（３）第２３条の在学年限を超えた者 

２ 教育費等を所定の期日までに納入しない者の除籍の日付については，４月始めの日又は１０月始め

の日とする。  

３ 在学年限を超えた者の除籍の日付については，満期となった期の最終日とする。 

（復籍及び再入学） 

第１９条 第１８条の２第１項第１号により除籍された者及び許可を受けて退学した者が復籍又は再

入学を志願するときには，選考のうえ，教授会の議を経て，総長がこれを許可することができる。 

２ 復籍及び再入学の時期は４月始め又は１０月始めとする。  

（再度の入学） 

第１９条の２ 第１８条の２第１項第３号により除籍又は在学年限を超えることを理由に退学した者

が再度の入学を志願するときには，選考のうえ，教授会の議を経て，総長がこれを許可することがで

きる。ただし，再度の入学は１回限りとする。 

２ 再度の入学をした者には，第１４条，第１５条及び前条は適用しない。 
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３ 再度の入学の時期は４月始め又は１０月始めとする。  

（休学及び退学命令） 

第２０条 学校医が健康上の理由により修学が不適当と認めた者に対しては，教授会の議を経て，総長

が休学又は退学を命ずることができる。 

（修業不良者） 

第２１条 修業の見込がないと認められる者に対しては，在籍する学部の教授会の議を経て，総長が退

学を命ずることができる。 

（二重学籍の禁止） 

第２２条 学生は，他の大学又は学校の正規の課程に在籍してはならない。 

第４章 教育課程 

（修業年限及び在学年限） 

第２３条 修業年限は，４年とする。ただし，学生は休学期間を除き，本大学に１２カ年を超えて在学

することはできない。 

２ 次の各号の期間は，前項に定める在学年限から控除する。 

（１）転・編入学した者については，第３１条第１項により修業年数として認定された期間 

（２）通学課程から通信教育課程へ転籍した者については，通学課程に在学した期間 

３ 前２項の定めにかかわらず，第１９条の２による再度の入学をした者は，休学期間を除き，再度の

入学後１２カ年を超えて在学することはできない。 

（学年） 

第２４条 １学年は，４月から翌年３月まで，又は１０月から翌年９月までとする。 

（授業方法） 

第２５条 授業は，大学通信教育設置基準の定めるところにより，主として印刷教材等による授業（以

下，通信授業と称する）及び面接授業により行う。 

２ 前項の面接授業は，多様なメディアを利用した授業をもって行うことができる。このメディアを利

用した授業の運用は別に定める。 

（教育課程） 

第２６条 授業科目は，一般教育科目，外国語科目，保健体育科目及び専門教育科目に分け，これを４

カ年に配当して授業を実施する。 

   

（授業科目） 

第２７条 一般教育科目，外国語科目，保健体育科目，専門教育科目並びにその単位は別表（１）のと

おり定める。 

２ 各授業科目の単位数は，１単位の授業科目を４５時間の学修を必要とする内容をもって構成するこ

とを標準とし，その計算方法は大学通信教育設置基準の定めるところによる。 

（教職科目） 

第２８条 別表（１）の授業科目のうち所定のものは，教育職員免許法の規定による教科に関する専門

科目として使用することができる。 

（教職課程及び資格課程） 

第２８条の２ 中学校・高等学校教育職員，司書，司書教諭及び社会教育主事・社会教育士を志望する

者は，学部学科の専門教育科目の他にそれぞれ定められた授業科目の単位を修得しなければならない。 

２ 中学校・高等学校教育職員の資格を得るために必要な授業科目は，別表（２）のとおりとする。 

３ 司書の資格を得るために必要な授業科目は，別表（４）のとおりとする。 

４ 司書教諭の資格を得るために必要な授業科目は，別表（５）のとおりとする。 

５ 社会教育主事・社会教育士を志望するために必要な授業科目は，別表（６）のとおりとする。 
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（卒業所要単位） 

第２９条 各学部の卒業所要単位数は１２４単位とし，そのうち３０単位以上は面接授業により修得す

るものとする。 

２ 科目ごとの修得単位は次の各号のとおりとする。 

（１）一般教育科目 人文分野，社会分野，自然分野はそれぞれ８単位以上，合計３６単位以上 

（２）外国語科目  一の外国語４単位 

（３）保健体育科目 ２単位 

（４）専門教育科目 ８２単位以上 

３ 法学部において卒業論文の単位を修得しない場合の前２項の規定の適用については，第１項中「１

２４単位」とあるのは，「１２８単位」とし，前項第４号中「８２単位以上」とあるのは，「８６単

位以上」とする。 

（年間履修単位の上限） 

第３０条 学生が１年間に履修できる単位数の上限は，原則として４９単位とする。 

２ 前項の定めにかかわらず，第２８条の２第１項に定める科目は４９単位を超えて履修できる。 

３ 前項の場合において，１年間に履修できる単位数の上限は，原則として６０単位とする。 

（進級に関する規程） 

第３０条の２ 学生が各年次所定の授業科目を履修しない場合，または所定の単位を修得しない場合は，

別に定める規程により進級することができない。 

（修業年数の認定） 

第３１条 転・編入学を許可された者の以前に在学していた大学又は短期大学等における修業年数は，

各学部の修業年数として認定することができる。 

２ 転籍を許可された者の以前に在籍していた課程における在学年数は，転籍を許可された学部の修業

年数として認定することができる。 

（既修得単位の認定） 

第３２条 転・編入学を許可された者の以前に在学していた大学又は短期大学等における授業科目の修

得単位又は履修成績は，本大学各学部の授業科目の修得単位として認定することができる。 

２ 転籍又は転部を許可された者の以前に在籍していた課程又は学部における授業科目の修得単位は，

転籍又は転部を許可された課程又は学部の授業科目の修得単位として認定することができる。 

（科目別履修） 

第３３条 在籍する学部・学科に設置されていない授業科目の履修を申請する者に対しては，これを認

めることができる。 

２ 本大学の通学課程に在籍する者が，通信教育課程の授業科目の履修を申請するときは，これを認め

ることができる。 

３ 前２項の履修を，科目別履修とし，この場合の授業科目及び単位数は別に定める。 

（他大学における履修の認定） 

第３３条の２ 本大学に入学した後に本大学の定めるところにより他の大学において履修した単位は，

教授会の議を経て，本大学における授業科目の履修により修得したものとみなし，１０単位を限度に

卒業所要単位として認めることができる。 

（大学以外の教育施設等における学修） 

第３３条の３ 短期大学又は高等専門学校の専攻科における学修その他文部科学大臣が別に定める学

修については，教育上有益と認められる場合，教授会の議を経て，本大学における授業科目の履修と

見なし卒業所要単位として単位を与えることができる。与えることができる単位は，前条により本大

学において修得したものとみなす単位数と合わせて６０単位を超えないものとする。 

第５章 学習指導 

（学習指導の方法） 

第３４条 学習指導は，教材の配付又は指定，質疑応答，設題解答並びにこれに対する添削指導及び面
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接授業その他適切な方法により行う。 

第３５条 （削除） 

（教材） 

第３６条 教材は，各学年次への授業科目の配当にしたがい，毎学年配付又は指定する。 

２ 転・編入学，転籍，転部又は転科を許可された者に対しては，各学年次への授業科目の配当にかか

わらず所定の専門教育科目の教材を補充配付又は指定することができる。 

３ 科目別履修を認められた者に対しては，当該授業科目の教材を配付又は指定する。 

第３７条 削除 

（リポート） 

第３８条 通信授業で履修する科目については，所定の設題に対する解答（以下，「リポート」という。）

を提出し，添削指導を受けなければならない。 

（面接授業） 

第３９条 面接授業は，夏期及び冬期，その他の種類にわたり行う。 

２ 面接授業は，前項の規定により行われるもののうちから，選択して受講することができる。 

第６章 履修成績審査 

（受験資格） 

第４０条 授業科目の履修成績の審査は，面接授業に関するものを除き，リポートを提出した者でなけ

れば，受けることができない。 

（試験） 

第４１条 授業科目の履修成績の審査は筆記試験により行う。ただし，特別課題に対する論文の提出を

もって筆記試験にかえることがある。 

（試験場） 

第４２条 試験は，面接授業に関するものを除き，全国にわたり相当数の試験場を設けて行う。 

２ 受験者は，受験日及び試験場を選択することができる。ただし，面接授業に関するものについては

別に定める。 

（成績評価） 

第４３条 授業科目の履修成績は，Ｓ，Ａ＋，Ａ，Ａ-，Ｂ+，Ｂ，Ｂ-，Ｃ+，Ｃ，Ｃ-，Ｄに分け，Ｓ，

Ａ＋，Ａ，Ａ-，Ｂ+，Ｂ，Ｂ-，Ｃ+，Ｃ，Ｃ-は合格とし，Ｄは不合格とする。また，修得単位認定

をＲＲとする。 

２ 不合格の授業科目については，再審査を受けることができる。 

３ 第１項の成績は通知する。 

４ 成績評価は，学年末又は卒業日に確定するものとする。 

（単位の授与） 

第４４条 授業科目の履修成績の審査に合格した者には，当該授業科目の単位を与える。 

２ 休学又は停学の期間中は，リポート提出並びに試験の受験及び面接授業の受講はできない。 

３ 前期生で４月から９月に単位を修得した者が当該年度の９月末日以降に退学若しくは除籍になっ

た場合，又は後期生で１０月から３月に単位を修得した者が当該年度の３月末日以降に退学若しくは

除籍になった場合は，前条第４項の規定にかかわらず，当該科目の単位及び成績は認定する。 

第７章 卒業・学位 

（学位の授与） 

第４５条 総長は，４カ年以上在学し，卒業所要単位を修得した者には，学士の学位を与え学位記を授

与する。 

２ 前項の卒業の要件を充たした者の学位記授与は３月又は９月に行う。但し，本人の申請により９月

又は３月に行うことができる。  



7 

３ 第１項の学位は，卒業学部により次のとおりとする。 

  法学部卒業       学士（法学） 

  文学部卒業       学士（文学） 

  経済学部卒業      学士（経済学） 

第８章 科目等履修生 

（科目等履修生） 

第４６条 本大学の学生でない者が，各学部の通信教育課程の授業科目の履修を希望するときは，選考

のうえ，教授会の議を経て，総長が入学を許可することができる。 

２ 前項の規定により入学を許可された者を科目等履修生とする。 

（履修期間） 

第４７条 科目等履修生の履修期間は，１年とする。ただし，更新することができる。 

（年間履修単位の上限） 

第４７条の２ 科目等履修生が１年間に履修できる単位数の上限は，原則として４９単位とする。  

（成績評価） 

第４８条 科目等履修生は，履修した授業科目につき試験を受けることができる。試験に合格したとき

は，授業科目（単位）として認定し，本人の請求によって，証明書を与える。 

（教職生） 

第４９条 教育職員免許状取得のため，一般教育科目，教職並びに教科に関する専門科目及び学部の専

門教育科目の履修を願い出て，その授業科目を履修し，所定の試験に合格した場合には，授業科目の

所定の単位を与える。教育職員免許状取得を目的とする科目等履修生を教職生とする。 

第５０条 （削除） 

（選科生） 

第５１条 大学入学資格を有する者で，第４９条以外の目的で授業科目を履修する科目等履修生を選科

生とする。 

（履修期間の取扱い） 

第５２条 科目等履修生の履修期間は，修業年数として認定しない。 

第９章 賞罰 

（表彰） 

第５３条 人物及び学術が優れた者であって，特に模範的な学生と認められる者は，在籍する学部の教

授会の議を経て表彰する。 

（懲戒） 

第５４条 学則又は命令に背きその他学生の本分に悖ると認めた者は，教授会の議を経て総長がこれを

懲戒する。 

２ 懲戒は，譴責，停学，又は退学の３種とする。 

３ 前二項の懲戒に関し，必要な事項は別に定める。 

 （再審査） 

第５４条の２ 削除 

（科目等履修生の賞罰） 

第５５条 科目等履修生の賞罰については，前３条を準用する。 

第１０章 学生納付金 

（（入学）選考料） 
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第５６条 入学，転・編入学，復籍，再入学，再度の入学，通学課程から通信教育課程へ転籍，又は転

部，転科を志願する者は，別表（３）の（入学）選考料を納めなければならない。 

（入学金） 

第５７条 入学を許可された者は，別表（３）の入学金を納めなければならない。 

（転・編入学金） 

第５８条 転・編入学を許可された者は，別表（３）の入学金及び転・編入料を納めなければならない。 

（再入学金） 

第５９条 再入学を許可された者は，別表（３）の再入学金を納めなければならない。 

（復籍料） 

第５９条の２ 復籍を許可された者は，別表（３）の復籍料を納めなければならない。 

（再度の入学金） 

第５９条の３ 再度の入学を許可された者は，別表（３）の再度の入学金を納めなければならない。た

だし，在学年限満期後に継続して在籍する場合はこれを免除する。 

（転籍・転部・転科申請料） 

第６０条 通学課程から通信教育課程へ転籍，又は転部，転科が許可された者は，別表（３）の転籍・

転部・転科料を納めなければならない。 

（教育費） 

第６１条 学生は，各学年のはじめに別表（３）の教育費を納めなければならない。ただし，事情によ

り教育費は，総長が分納を認めることができる。 

２ 学則第３０条の２により進級することができなかった者及び修業年限を超えて在籍する者につい

ては，前項を準用する。 

３ 休学をする者は，別表（３）の休学在籍料を納めなければならない。 

４ 第４５条第２項の規定により９月又は３月に学位を授与された場合は，１０月又は４月の教育費は

徴収しない。  

（面接授業受講料） 

第６２条 面接授業を受ける者は，別表（３）の面接授業受講料を納めなければならない。 

（学費減免） 

第６３条 学業成績が優秀であって家計が困難な者又は特別の事情がある者に対しては，教育費及び面

接授業受講料の全部又は一部を免除することができる。 

第６４条 （削除） 

（卒業論文審査料） 

第６５条 卒業論文を提出する者は，別表（３）の卒業論文審査料を納めなければならない。 

（科目別登録料） 

第６６条 科目登録を行う者は，別表（３）の科目登録料を納めなければならない。 

（科目等履修生の納付金） 

第６７条 科目等履修生を志願する者は，別表（３）の入学選考料を納めなければならない。 

２ 科目等履修生となることを許可された者は，別表（３）の登録料及び科目登録料を納めなければな

らない。 

第６８条 （削除） 

（復籍料） 

第６９条 除籍された者で復籍を許可されたときは，別表（３）の復籍料を納めなければならない。 

（学費払戻） 
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第７０条 一度納入された学生納付金は，払戻しない。 

（学費改定） 

第７１条 経済状態の変化にしたがい学生納付金の改定を行ったときは，以前から学生であった者に対

しても，改定のとき以後納める学生納付金につき，これを適用することができる。 

第１１章 学生証及び身分証明書 

（学生証） 

第７２条 学生には，学生証を交付する。 

（身分証明書） 

第７３条 科目等履修生には，身分証明書を交付する。 

（学生証・身分証明書の提示） 

第７４条 試験若しくは面接授業に出席するとき，又は教職員の請求を受けたときは，学生証又は身分

証明書を提示しなければならない。 

第１２章 大学評価 

（自己点検・評価） 

第７５条 本大学は，その教育研究水準の向上を図り，第１条の目的を達成するため，教育研究活動等

の状況について，自ら点検及び評価を行う。 

２ 前項の点検及び評価に関する事項は，別に定める。 

（認証評価） 

第７６条 本大学は，前条に規定する措置に加え，本大学の教育研究活動等の総合的な状況について，

政令で定める期間ごとに，文部科学大臣の認証を受けた評価機関による評価を受けるものとする。 

第１３章 雑則 

（大学学則の準用） 

第７７条 この学則に規定のない事項については，法政大学学則を準用する。 

２ この学則の実施について必要な事項は，別に定める。 

付 則 

１ この学則は，昭和２４年４月１日から施行する。 

２ この学則は，昭和２９年４月１日改正施行する。 

３ この学則は，昭和３３年４月１日改正施行する。 

４ この学則は，昭和４０年４月１日改正施行する。 

５ この学則は，昭和４９年４月１日改正施行する。 

６ この学則は，昭和５３年４月１日改正施行する。 

７ この学則は，昭和５６年４月１日改正施行する。 

８ この学則は，昭和５７年４月１日改正施行する。 

９ この学則は，昭和５８年４月１日改正施行する。 

10 この学則は，昭和５９年４月１日改正施行する。 

11 この学則は，昭和６０年４月１日改正施行する。 

12 この学則は，昭和６１年４月１日改正施行する。 

13 この学則は，昭和６２年４月１日改正施行する。 

14 この学則は，平成２年４月１日改正施行する。 

15 この学則は，平成２年７月２５日改正し，平成２年４月１日入学生から適用する。 

16 この学則は，平成３年４月１日改正施行する。 

17 本学則第６２条別表（３）を平成４年４月１日改正施行する。 

18 本学則第２７条別表（１），７章及び第４５条を平成４年４月１日改正施行する。 

19 本学則第６２条別表（３）を平成５年４月１日改正施行する。 
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20 本学則第２７条別表（１）を平成５年４月１日改正施行する。 

21 本学則第２７条別表（１），第３２条，第４６条，第４７条，第４８条，第４９条，第５０条， 第

５１条，第５２条，第５５条，第６７条本文及び別表（３），第７４条，付則２１を平成６年４月１

日改正施行する。 

22 本学則第６０条本文及び別表（３）を１９９５年２月８日改正施行する。 

23 本学則第５９条，第６１条，第６７条本文及び第５４条から第６８条並びに第７０条の各別表（３）

を平成７年７月１９日改正し，平成８年４月１日より施行する。平成８年４月１日より，教育費・再

学科・休学料を除き全員に適用し，教育費・再学科・休学料は新１年生から適用とし，学年進行とす

る。 

24 本学則第１７条，第１８条，第４３条，第４４条，第５３条，第５４条，第６１条，第６４条並び

に別表（１）を平成９年３月１２日改正し，平成９年４月１日より施行する。 

25 本学則第２７条，第２８条にかかわる別表（１）を１９９７年１１月２８日改正し，１９９８年４

月１日より施行する。 

26 別表（１）一般教育科目，外国語及び保健体育科目を平成１１年４月１日より一部改正施行する。 

27 別表（２）教職に関する専門科目を平成１２年４月１日より改正施行する。 

28 本学則第３４条，第３６条，第６８条及び第２７条別表（１）並びに第６２条別表（３）を平成１

３年４月１日より改正施行する。 

29 本学則第１０条，第１１条，第１２条及び第２７条別表（１）商業学科専門教育科目を平成１４年

４月１日より改正施行する。 

30 本学則別表（３）（スクーリング受講料に関する事項を除く）は，平成１５年４月１日から改正施

行し，平成１５年度入学生より適用する。また，平成１４年度以前の入学生については，平成１９年

４月１日から適用する。 

31 前項の定めにかかわらず，編入学生については，入学金を除き，編入した年次に適用されている額

を適用する。 

32 本学則第１８条の２第１項第３号及び第２３条については，平成１５年４月１日から施行し，平成

１５年度入学生より適用する。 

33 本学則第４条から第９条まで，第１８条の２第１項第１号，第２号，第１９条，第２０条，第２１

条，第２７条別表（１）（２），第２９条，第５３条，第６９条から第７４条及び別表（３）（スク

ーリング受講料に関する事項）は，平成１５年４月１日から改正施行する。 

34 本学則は，平成１６年４月１日から一部改正施行する。但し，第３３条の２については，平成１４

年４月１日に遡及して適用する。 

35 本学則は，平成１７年４月１日から一部改正施行する。 

36 本学則は，平成１８年４月１日から一部改正施行する。 

37 本学則は，平成１９年４月１日から一部改正施行し，第１６条及び第５６条は平成１９年４月１日

付の入学者または復籍・再入学者の選考から適用する。 

38 本学則は，平成２０年４月１日から一部改正施行する。 

39 本学則は，平成２１年４月１日から一部改正施行し，第５６条は平成２１年４月１日付の入学者,

編入学者,復籍・再入学者および転籍・転部・転科者の選考から適用し,第６０条は平成２１年４月１

日付の転籍・転部・転科許可者から適用する。 

40 本学則は，平成２２年４月１日から一部改正施行する。 

41 本学則は，平成２３年４月１日から一部改正施行する。 

42 本学則は，平成２４年４月１日から一部改正施行する。但し，別表（４）は，平成２４年度入学者

から適用する。 

43 本学則は，平成２５年４月１日から一部改正施行する。 

44 前項の定めにかかわらず，法学部法律学科，経済学部経済学科及び同商業学科の別表（１）の授業

科目「卒業論文」については，平成２５年９月３０日まではなお従前の例によるものとし，「卒業論

文」の単位を修得することを卒業の要件とする。その他，施行日の前日において，別表（１）の授業

科目の単位を修得している場合又は履修途中の場合の適用については，各学部の教授会が別に定める。 

45 付則第３２項により，第１８条の２第１項第３号及び第２３条が適用されない者（下表）は，平成

３０年度（学年が１０月に開始する者は平成３１年９月）を超えて引き続き在籍することはできない。

ただし，平成３０年度（学年が１０月に開始する者は平成３１年９月）を超えて在籍期間の延長を希

望する場合は，選考のうえ，教授会の議を経て，これを許可することができる。 
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入学，転・編入学，転籍，復籍，再入学年

度 

第１８条の２第１項第３号及び第２３条が

適用されない者 

平成１４年度以前 全ての学生 

平成１５年度 
転・編入学，転籍，復籍又は再入学時の学

年が２年次以上の者 

平成１６年度 
転・編入学，転籍，復籍又は再入学時の学

年が３年次以上の者 

平成１７年度 
転籍，復籍又は再入学時の学年が４年次（進

学及び再学）の者 

平成１８年度 
転籍，復籍又は再入学時の学年が４年次（再

学に限る）の者 

 

46 前項により在籍期間の延長を許可された者については，その在籍期間は平成３８年度末（学年が１

０月に開始する者は平成３９年９月）までとし，除籍又は退学となった者は在籍期間満了か否かに関

わらず第１９条の２による再度の入学はできない。 

47 本学則は，平成２６年４月１日から一部改正施行する。 

48 文学部地理学科において，平成２４年１０月１日以前に当該学科に入学，転・編入学，転籍，転部

又は転科した者に対する選択必修科目の履修要件の適用については，別表（１）中「１６単位以上必

修」とあるのは，「１６単位以上必修。ただし，１６単位には人文及び自然分野の選択必修科目の履

修要件（「８単位以上必修」）を超えて修得した単位を含めることができる。」とする。 

49 本学則は，平成２７年４月１日から一部改正施行する。 

50 前項の定めにかかわらず，平成２６年度以前入学生については，本学則第２８条における所定科目

は，従前の例によるものとする。 

51 本学則は，平成２８年４月１日から一部改正施行する。  

52 前項の定めにかかわらず，経済学部経済学科の別表（１）の授業科目「経済学史」「社会政策」「工

業論」「外国語経済学」「農業論」及び同商業学科の別表（１）の授業科目「経済学史」「社会政策」

「工業論」「外国語経営学」については，施行日の前日において，その授業科目の単位を修得してい

る場合又は履修途中の場合については，各学部の教授会が別に定める。 

53 付則第４５項に定める表に該当する者のうち，平成３０年度末以前に第１８条の２第１項第１号に

より除籍された者及び許可を受けて退学となった者は，復籍・再入学又は再度の入学に志願すること

ができる。 

54 本学則は，第４７条の２，付則４５，４６及び５３を平成２９年４月１日改正施行する。 

55 本学則は，第１０条第４項，第６６条，第６７条第２項及び別表（１）（３）（７）を平成３０年

４月１日から改正施行する。第１０条第４項及び別表（７）は平成３０年４月入学生より適用する。

第６６条，第６７条第２項及び別表（３）は全在籍者に適用する。別表（１）については，平成３０

年４月１日より改正施行するが，経済学部商業学科における平成２９年度以前入学生の別表（１）に

定める科目は，なお従前の例によるものとする。 

56 本学則は，第５４条及び第５４条の２を平成３０年４月１日から一部改正施行する。  

57 本学則は，第４３条及び別表（１）を平成３１年４月１日から一部改正施行する。 

58 本学則は，別表（２）を平成３１年４月１日から改正施行し，平成３１年４月入学者より適用する。

（教育職員免許法及び同施行規則の改正に伴う改正）  

59 本学則は，第４３条及び別表（１）（６）を令和２年４月１日から一部改正施行する。  

60 本学則は，第１０条第４項第２号，第１３条，第１６条，第２３条第２項第２号，第２８条の２第

１項及び第５項，第３３条第２項，第５６条，第６０条及び別表（１）を令和３年４月１日から一部

改正施行する。  

61 本学則は，令和４年４月１日から第３８条，第４０条，第４４条第２項及び第３項並びに別表（１）

を一部改正し，第４３条第４項を新設し施行する。 

62 本学則は，2023年4月1日から別表（１），別表（２）及び別表（６）を一部改正し施行する。ただ

し，別表（２）は2022年度入学者より，別表（６）の授業科目「博物館概論」及び「博物館資料論」に

ついては2013年度入学者より適用する。  
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（追５６） 

  

別表（１）-1_法学部法律学科設置科目 

別表（１）-2_文学部日本文学科設置科目  

別表（１）-3_文学部史学科設置科目  

別表（１）-4_文学部地理学科設置科目  

別表（１）-5_経済学部経済学科設置科目  

別表（１）-6_経済学部商業学科設置科目  

別表（２）～（６）  


